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拙速で危険な岸田政権の原発推進「行動計画」 
原発 60年超運転・「次世代炉」への建替え（リプレース）に反対しよう 

 

エネ庁原子力小委が原発活用策の行動計画を了承 

岸田首相の指示により原発推進方針の具体化を進めてきた経済産業

省は、資源エネルギー庁が設置した原子力小委員会において原発活用

策の行動計画を提示し、12 月 8 日の会合にて概ね了承されました。 

行動計画の柱は、①再稼働への関係者の総力の結集、②運転期間の

延長など既設原発の最大限活用、③新たな安全メカニズムを組み込ん

だ次世代革新炉の開発・建設、④再処理・廃炉・最終処分のプロセス

の加速化、⑤サプライチェーンの維持・強化、⑥国際的な共通課題の

解決への貢献、となっています。 

 

いまある原発に鞭打つ一方で「次世代炉」へのリプレースを 

進める計画 

①の再稼働促進の中身は、再稼働するだけで地域の自治体にお金が

落ちるようにすることです。②の「最大限活用」には、運転期間の延

長だけでなく、運転中にも点検・保全活動を行い定期検査期間の短縮

を図ることや運転サイクルを連続 13 か月から連続 15 か月に延長する

ことによる稼働率の上昇も含まれています。③の次世代革新炉は、新

規立地ではなく「廃炉が決まった原子炉」の建替え（リプレース）を

行うと明記しているのが特徴です。 

地域に税金をばらまき、再稼働を進め、いまある原発にむち打ち、

経済性最優先の危険な運転を老朽原発で実施する。その一方で、やは

り税金を投入して「次世代炉」へのリプレースを進め、原発依存を継

続しようというものです。原発の依存度を「可能な限り低減する」と

したこれまでの政策を実質的に転換することになります。 

 

「次世代革新炉」は税金を投入して原子力産業を救済するた

めのもの 

「次世代炉」について具体的には三菱重工と関電ら電力４社による

次世代軽水炉の計画があります。目玉の安全装置は溶

融燃料を受け止める「コアキャッチャー」ですが、欧

州加圧水型原子炉では既に標準装備されているもので

す。どこが「革新」なのか疑問です。 

行動計画にはサプライチェーン（部品供給体制）の

維持・強化が含まれています。「次世代炉」建設に税 
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フクロウ通信 フクロウの会 

（福島老朽原発を考える会） 

第 44号 

2022年 12月 20日 

ni 日 

フクロウの会（福島老朽原発を考える会）のブログ…http://fukurou.txt-nifty.com/fukurou/ 

●フクロウの会は放射能汚染や事故の心配が

なく、放射性廃棄物を生み出さない社会、す

なわち原発のない社会をめざして首都圏で活

動を続けてきた団体です。 

●残念ながら福島で重大な事故が起きてしま

いましたが、事故による人々の被ばくが少し

でも少なく抑えられるよう事故直後から情報

提供、放射能測定プロジェクト、国や自治体

への働きかけなどの活動を行ってきました。 

●そんなフクロウの会の様々な活動を支える

ための会員・サポーター・資金カンパ募集中

です。ご協力いただけますと幸いです。 

【カンパ送り先】 

●ゆうちょ銀行からの振替 

・口座記号番号 

00130-9-655439 

・口座名称（漢字） 

福島老朽原発を考える会 

・口座名称（カナ） 

フクシマロウキュウゲンパツヲカンガエル

カイ 

●他の金融機関からの振込 

・銀行名＝ ゆうちょ銀行 

・金融機関コード ９９００ 

・店番 ０１９ 

・預金種目 当座 

・店名 〇一九 店（ゼロイチキユウ店） 

・口座番号 ０６５５４３９ 

フクロウの会 

（福島老朽原発を考える会） 

公式インスタグラム QRコード 
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金を投入し、三菱重工など大手メーカーだけでなく部品供給メーカー含めて原子力産業の救済を図ろうとし

ているだけだと思われます。 

 

原子力産業を代弁する人が占める委員会での検討 

原子力小委員会は有識者会議となっていますが、20 名ほどの委員の中で、岸田政権のこの間の急速な原発

推進の動きに対して、異を唱える委員はわずか 2 名です。残りは逆に原子力産業を代弁し、口をそろえて原

発推進を唱える人たちです。そもそもこのような場で、わずか３か月の間に、原発の重要政策を検討するこ

とが間違っています。 

 

法案は来年の通常国会にて審議…反対の声をあげよう 

岸田政権の原発推進政策に反対しましょう。運転延長にも「次世代炉」へのリプレースにも反対しましょ

う。法案審議は 2023 年 1 月からの通常国会で行われます。引き続き反対の声を上げていきましょう。 

 

危険な原発 60年超運転 

原子力規制委員会は「40年ルール」を厳格に守れ！ 

原発の運転期間の延長に反対し署名提出・政府交渉 

 

原発の運転期間の延長については、この間、利用政策側の暴走を止めなければならない立場

の原子力規制委員会が、福島第一原発の事故の教訓として定めた原発の運転期間に関する「40

年ルール」（原則 40 年最大 60 年）を積極的に放棄する異常な動きが生じています。市民団

体（原子力規制を監視する市民の会・国際環境 NGO FoE Japan・原子力資料情報室他）はこ

の問題について、11 月 7 日に院内集会および原子力規制庁との交渉を、各地をオンラインで

結びながら実施しました。40 年ルールを守れとの署名を継続しています（右 QR コード）。 

 

規制委側が積極的に「40 年ルール」撤廃に協力 

原発の運転期間（寿命）を運転開始から 40 年とし、審査に適合した場合に 20 年以内の延長を 1 回に限り

可能とする運転期間の定め（40 年ルール）は、福島第一原発事故の教訓として、原子炉等規制法に書き込ま

れたものです。 

今回、これの撤廃に積極的に動いたのは規制委側でした。山中委員長は、2022 年 10 月 5 日の規制委定例

会合に資源エネルギー庁を呼び、利用政策側で運転期間のさらなる延長が必要だという話をさせました。そ

のうえで、原発の運転期間の定めを規制委が所管する原子炉等規制法からエネ庁が所管する電気事業法に移

すことを容認したのです。40 年ルールの記載を原子炉等規制法から削除し、後は利用政策側の好きに任せよ

うというのです。 

 

「40 年ルール」は規制委こそ厳格に守るべきルール 

規制委側は撤廃について、規制委が二年前に出した「令和 2 年見解」※1 と言われる短い

文書にある「運転期間の定めは、利用政策の判断によるものであり、委員会は意見を申すと

ころではない」との文言を唯一の根拠としています。 
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しかしまず、40 年ルールは、福島第一原発事故の教訓として、2012 年に原子力規制委員会設置法の制定

とセットで、「利用と規制の分離」が問題となる中、原子炉等規制法に「規制」として盛り込まれたという

のが事実です※2。利用政策の判断ではありません。それに「意見を申すところではない」から撤廃に動くと

いうのもおかしいと思います。40 年ルールは、原子力規制委員会こそ厳格に守らなければならないものでは

ないでしょうか。 

 

※1 「令和 2 年見解」…「運転期間延長認可の審査と長期停止期間中の発電用原子炉施設の経年劣化との関係に

関する見解」（令和 2 年 7 月 29 日 原子力規制委員会） 

※2 40 年ルールは、原子力規制委員会設置法の制定と合わせて原子炉等規制法改正に組込まれたものです。当時

与党の民主党による議員立法ですが、当時野党の自民党及び公明党と協議の末、全会一致で成立しました。このと

き、原子炉の安全規制に関する条文を、電気事業法から原子炉等規制法に移し、一元化する作業も行われました。 

 

 2012 年 6 月の原子力委員会において、内閣府の担当者が成立した上記法令について説明していますが、

40 年ルールは「運転期間の制限」として、「安全規制の変更」の項目に位置付けていました。 

 また、当時自民党側から、「運転期間に関わる規定を含めた安全規制の在り方」について

は「原子力規制委員会の発足後に専門的な観点から検討されるべき」との意見が出されまし

た。ここでも運転期間の規程が安全規制であることが前提となっています。このことを今年

9 月 22 日の原子力小委の資料でエネ庁が紹介しています。 

 

政府交渉において矛盾が明らかに 

11 月 7 日に行われた政府交渉において、規制庁は「令和 2 年見解」の文言を繰り返すばかり

でした。交渉で規制庁は、原子炉等規制法で運転期間を定めた条文中の 5 項目のうち、規制委の

事務は、運転期間の延長についての認可手続きを定めた第５項だけだとして、40 年ルールを条

文の中で切り離す発言をしました。しかし、40 年ルールの定めと規制委による認可手続きは一

体のもので、切り離すことはできません。このことは条文からも明らかです。矛盾は明確にな

り、その後の国会での質問による追及に繋がりました。 

 

中性子照射により原子炉圧力容器の材料が脆（もろ）くなる 

政府交渉では老朽原発の具体的な危険性として、圧力容器の脆化と電気ケーブルの劣化の２点がテーマと

なりました。 

老朽原発の原子炉圧力容器の材料は、運転中の中性子の照射により脆くなり、緊急炉心冷却装置の使用な

どにより圧力容器が急冷されたとき、圧力容器が壊れる恐れが生じます。大変恐ろしい事故になります。そ

のため、電力会社は圧力容器内に同じ材料の「監視試験片」を入れ、10 年ごとに取出して試験を行い、将来

の劣化を予測して安全を確認することになっています。しかしこの試験については、予測に信頼性がない、

監視試験片の数があまりに少なく長期運転では試験ができなくなる、といった問題が指摘されています。 

 

規制委は審査で「必要なデータ」を見ていない 

交渉には名古屋でこの問題を裁判で闘っている老朽原発 40 年廃炉訴訟市民の会のみなさんも駆

け付けました。具体的な問題として、①監視試験片を用いた試験は、毎回同じ部位の材料を使う
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べきところ、関西電力は１回目と３回目が母材と同じ材料、２回目と４回目が溶接金属と同じ

材料と、違う部位の材料で交互にしか行っていない、②監視試験片を用いた試験をもとに行う

加圧熱衝撃の評価においては熱伝達率の数値が合否に大きく影響するが、この数値を規制委が

審査において確認していない、との問題を取り上げました。 

 ①について規制庁は、関電が交互で取り出していることを認めたうえで、それでも安全確認はできると言

い張りました。市民側は、母材と溶接金属の両方を毎回行うよりも危険側の評価になるのは明らか、予測の

信頼性が失われるし、現に以前の予測結果が合わないことが確認されていると指摘しました。試験の実施方

法について規制側で基準がなく、事業者任せになっていることも問題です。 

 ②について規制庁は、すべての原データを確認しているわけではないが「必要なデータ」は確認している

と回答しました。では合否に関わる熱伝達率は「必要なデータ」ではないというのでしょうか。ここでも事

業者任せの実態が明らかになりました。 

 

電気ケーブル劣化の審査に明確な数値的基準はない 

原発の電気ケーブルの劣化が進むと動力用の電流や重大事故時に安全装置を働かせるための信号が届か

ず、事故を収束させることができなくなる恐れがあります。電気ケーブルの劣化について、審査では、「有

意な絶縁低下が生じていないこと」が判断基準となっています。しかし関電の審査資料では「破断時のケー

ブルの伸び」から割り出したケーブルの寿命という別の判断基準が用いられています。そこで判断基準につ

いて改めて質しました。 

規制庁は、審査基準はあくまで「有意な絶縁低下が生じないこと」との回答を繰り返しました。では数値

的な基準はあるのかと問うと、性能規定であり数値的な基準はないことを認めました。これでは、関電が

「有意な低下はない」と言えばそれで合格になってしまいます。 

 交渉では、最近の規制委レポートにより、重大事故時にケーブルが蒸気にさらされると、蒸

気暴露停止後にかなり回復はするが、初期に一気に絶縁抵抗が下がる現象が明らかになった点

について、これが審査に反映されていないことも問題になりました。 

 

老朽炉の審査…規制委側で審査しきれていない 

老朽原発を動かすことは極めて大きな危険を伴います。規制委は老朽化が進めば進むほど、安全の立証が

困難になることを認めています。一方で、運転期間がどれだけであろうとその時点の審査ができると豪語し

ています。その際、安全の立証責任は事業者にあるとも述べています。しかし、交渉により明らかになった

のは、規制委の側で具体的な判断基準すら示すことができず、試験結果について、原データや試験条件も確

認せずに、事業者による合格という結果だけで判断しているという実態です。40 年超運転ですら規制委の側

で審査しきれていないのです。 

 

安全確保のための審査が厳しくなるわけではない 

 規制委側は、運転期間の定めが削除されても、老朽化した原発の安全確保が図られるように

するとしています。現状では、原発の運転開始から 40 年までに 20 年の運転延長の認可を受け

ることになっているが、これを、原発の運転開始から 30 年から 10 年ごとに認可を受ける制度

にするとの方針です。厳しくなったように見えますが、実は現状でも 30 年目から 10 年ごとに

高経年化技術評価という審査を伴う認可の手続きが行われています。実態はなにも変わらないのです。 
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運転延長にも「次世代炉」への建替え（リプレース）にも反対しよう 

11 月 28 日の原子力小委でエネ庁は、運転期間について、運転期間についての定めを原子炉等規制法から

エネ庁が所管する電気事業法に移したうえで、運転期間（原則 40 年最大 60 年）は現状のままとし、長期停

止期間中を運転期間から外しその分延長できるようにするとの方針を示しました。審査や工事の遅れ、運転

差止判決などの影響で 10 年近く停止している老朽原発もありますが、そうした原子炉は運転開始から 70 年

近く動くことになります。きわめて危険です。 

今回は、原則 40 年最大 60 年の運転期間は維持するとのことです。しかし規制側から

利用側に移ってしまえば、今後いつでも延ばすことができます。それに利用側で運転期間

に制限を加える場合、そこには「次世代炉」への建替え（リプレース）を促進したい意図

があることにも警戒が必要です。 

 

 政府交渉では 40 年ルールを守れとの署名の提出も行われました。署名は継続しています。40 年ルールを

厳格に守らせ、危険な延長運転をなんとしても阻止しましょう。運転延長にも「次世代炉」への建替えにも

反対しましょう。 

 

 

田村バイオマス住民訴訟 

裁判長が結審を宣言 

－被告は矛盾する答弁への指摘に何一つ答えていない 

 

11 月 18 日、田村バイオマス住民訴訟控訴審第 3回口頭弁論期日が開かれました。 

石栗正子裁判長は冒頭で｢これまでに提出された資料から、この事件の判決を書くことが可能だと思う。控

訴人から出されている人証の申請、検証申立、文書提出命令申立、調査嘱託申立、は必要がないと考えるの

で却下します。本日で結審します｣と宣言しました。 

被告側はこれまで一貫して具体的データや資料を出さず言いのがれ、論点そらしに終始してきました。控

訴審でようやく資料らしきものが出てきましたが、これとてツッコミどころ満載の資料でした（フクロウ通

信 43 号参照）。被告は今回出してきた書面についても、原告側が指摘した様々な具体的指摘に対して全て

「否認する」と主張するだけで、何らその根拠を示さず説明も在りませんでした。それどころか、HEPA フ

ィルタは「安心のために設置したもの」との主張を繰り返し、「HEPA フィルタの集塵率（漏れテスト）の

データは「存在しない」と開き直ったような主張を行いました。技術的にも絶対にスジの通らない居直り宣

言です。市議会において前市長が、安全のために HEPA フィルタを設置するから、と主張して補助金を支出

させたのだからその HEPA フィルタが「お飾り」に過ぎないものであれば当然補助金は返還させるべきだと

いうのが原告側の主張です。 

石栗正子裁判長においては、是非とも双方の書面を虚心坦懐に読み判断していただきたいものです。 

 判決は 2023年 2月 14 日 13 時 20 分からとなりました。判決後には記者会見を兼ねて報告会を開きま

す。多くの方のご支援、ご参加をお願いします。 

 

※報告会の場所等詳細については決まり次第、ブログや MLなどでお知らせします。 
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COP27 エジプト・シャルムエルシェイク会議 

損害賠償基金創立へ 

原発推進・石炭火力温存で気候危機対策に逆行する岸田政権 

 

 第 27 回国連気候変動枠組条約締結国会議（COP27）がエジプトで開かれました。COP27 は

「アフリカの COP」でもありました。エジプトで開催されたというだけではありません。アフ

リカでは温暖化による被害があまりに甚大で深刻なのです。 

COP27 では、洪水や干ばつなど、温暖化により引き起こされた「損失と被害（loss and 

damage）」を賠償するための基金（損害賠償基金）設立で合意しました。損害賠償基金は、過去の温暖化

ガスの排出に責任を負う先進国が資金を拠出し、被害を受ける途上国や島嶼国が受け取るものですが、COP

が始まる 30 年前から、途上国側が要求し続け、先進国側がことごとく潰してきた経緯があります。今回の

歴史的合意は、中国を含む途上国グループ、アフリカ連合、島嶼国、ラテンアメリカ・カリブ諸国が、会場

外の環境運動や反グローバリズム運動と連携しながら、米欧日など先進国の激しい抵抗を抑えてようやく実

現したものでした。 

 

アフリカの COP 

アフリカでは気候危機による食糧不足、飢餓の危機が広がっています。スーダンは、アフリカ大陸の他の

多くの国と同様にここ数年、厳しい干ばつと灼熱の気温、それに続く集中豪雨といった異常な気象パターン

によって大きな打撃を受けています。それが深刻な食糧不安をもたらし、その結果、希少な土地と水資源を

めぐる紛争が悪化するという悪循環が生じています。最近の歴史の中で最も長く最も深刻な干ばつに襲われ

たソマリアでも飢饉に直面すると予測されています。エチオピア、ケニアでも飢餓に対する警告が発せられ

ています。アフリカ連合の代表は被害の深刻さを訴え、損害賠償基金の設立を求めました。 

国連の報告書によると、地球温暖化を食い止めようとする場合、途上国は 2030 年までに年間２兆ドルを優

に超える投資を必要としています。損害賠償基金の最初の提案は 1991 年、島国ツバルからでした。30 年前

は、海面上昇により島嶼国で国土が失われるなど、予想される被害に備えて、保険として基金の設立が求め

られました。しかし現在は、既に発生している被害に対しての賠償が待ったなしの状況です。 

 

基金設立に抵抗した先進国 

COP27 に向けて、損害賠償基金の設立を議題にするよう提案したのは、途上国 134 か国と中国が参加す

る途上国グループ（G77＋China）の議長国パキスタンでした。パキスタンも温暖化による度重なる大洪水の

ため、国土の３分の１が影響を受け、3,300 万人以上が被災する状況に陥っています。被害額は約 400 億ド

ルに上ります。今回の COP に並々ならぬ決意で参加し、会場内外で基金設立を訴えました。 

 これに頑強に抵抗したのが先進国、とりわけ米国でした。これに日本も追随し、米日とスイスは最終日の

ぎりぎりまで反対を続けました。彼らの言い分は、既に多額の資金を提供している、個別の

案件が進んでいるのでそれを拡大すればよいというものです。しかし先進国による「支援」

は、融資や借款により借金漬けにして途上国を支配し、また、気候危機対策の名目で多国籍

企業の進出を手助けしようとするものでしかありません。 
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2009 年には、米欧日などの排出国は、2020 年までに年間 1,000 億ドルの資金を途上国に移転

し、気候リスクに適用できるよう支援することを約束しました。2020 年から既に２年が経過した

が、その約束は守られておらず、約 2,600 億ドルが未払いです。 

米国は基金の設立を拒否するばかりでなく、米国が参加しない基金の設立も許さないという姿

勢で妨害を続けました。一時は議題から外される可能性もありました。 

 

歴史的合意をリードした中国 

 中国はペロシ米国下院議長の台湾訪問の強行以来閉ざしていた米国との交渉のパイプを復活させ、米国の

説得に努めました。中国の謝振華特使は、米国のケリー特使とこの夏以降、COP の場でも精力的に折衝を重

ねてきました。 

EU は土壇場で反対から賛成に回りましたが、中国に妥協を迫り、中国やインドなど新興国が排出源とし

ての責任を認め、基金の拠出側にまわることを要求しました。また EU は基金の受け取りを特に脆弱な国に

限るよう求め、規模の縮小を図りました。「賠償」ではなく「支援」にと姑息な責任逃れの文言にこだわっ

たのも EU でした。 

それに対する中国の立場は明確でした。「共通だが差異ある責任の原則」に従い、過去の排出による責任

は先進国にあり中国が負うことはない、しかし一方で中国は、途上国が気候危機に対応するために支援する

意思があり、南々協力により既に実行している、というものでした。 

中国はこの間、総合的な環境政策を進めています。温暖化ガス排出削減についても目標を

上回る成果を上げ、今年は 2021 年と比較して 0.9％の減少となりました。損害賠償基金で

は、途上国グループの要として、今回の歴史的合意を準備してきました。 

 

ラ米・カリブと環境 NGO も合流 

 ラテンアメリカ・カリブ諸国共同体（セラック）は、基金の設立と先進国の負担の増額、アマゾンの森林

保護などを求める共同宣言を発表しました。ベネズエラのマドゥーロ大統領は「気候危機の責任は破壊的な

資本主義モデルにある」と主張しました。ブラジルのルーラ次期大統領も参加し、熱狂的に迎えられまし

た。ルーラは、気候危機に取り組む国際舞台に「ブラジルが戻ってきた」と語り、アマゾンの熱帯雨林を回

復させ、気候危機に加担する者を追いつめると約束しました。 

 開催地は紅海のリゾート地で一般の住民はいません。警備が厳しく、会場外の NGO による抗議活動は困

難な状況でした。大規模なデモ行進もありませんでしたが、それでも多彩なデモンストレーションが行われ

ました。そこでも「Pay up for Loss and Damage !」「損失と被害を賠償せよ！」「負債を全て返済せ

よ！」と損害賠償基金の設立を訴えるスローガンが叫ばれました。 

 COP27 は会期を延長した最後に損害賠償基金の設立で合意し、「特に脆弱な国を支援する」と記した成果

文書を採択しました。30 年来の歴史的な成果でした。 

 

基金設立を決めた以外は進展なし 

一方で今回の COP は基金設立を除くと、排出の削減目標についても、化石燃料利用の段

階的廃止についても、先進国の抵抗により何も進展はありませんでした。損害賠償基金につ

いても今回は設立を決めただけで、資金確保の方法や具体的な制度については委員会を設置
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して今後検討するとし、採択は来年の COP28 に先送りとなりました。こうした点について NGO

らは強く批判しています。 

排出削減については、1.5°C 以内を目標と定めた COP26 グラスゴー会議からの進展はなく、

米国が今年 2021 年と比較して排出量を 1.5％増加させるなど、中国及び EU を除くと各国が軒並

み排出量を増加させています。 

またこの間、排出量増加の原因の一つとなっているのがウクライナ戦争です。戦争は気候危機対策を遅ら

せ、火器の使用やエネルギー不足による化石燃料の燃焼を増大させ、逆に気候危機を促進します。気候危機

の観点からも一刻も早く停戦を実現しなければなりません。米軍は単一の組織としては世界最大の温室効果

ガス排出源です。 

 

気候危機対策に原発はいらない！ 

 COP の会場には各国、各機関のブースが設置されていますが、国際エネルギー機関（IEA）のブースでは

原発が温暖化対策として有効との宣伝が大々的に行われました。世界的な原発回帰の動きの中、COP26 グラ

スゴー会議に続いて COP27 でも大量の原子力産業関係者が参加し、ロビー活動を盛んに行いました。原発

をグリーンな投資先として認めさせようというのです。これに対抗して環境団体が、逆に原発が温暖化対策

にならないことを説明する展示を行いました。NGO は「Don’t Nuke for Climate !」「気候対策に原発はい

らない！」を合言葉に結束して脱原発を訴えました。 

 

気候危機対策に逆行する岸田政権 

 NGO から気候危機対策に後ろ向きの国に贈られる「化石賞」常連の日本は今回も最悪の動きを見せまし

た。岸田首相は参加せず、西村環境大臣も途中で帰国しました。国内政治でそれどころではありませんでし

た。彼らは何の役割も果たしませんでした。 

 会場の日本ブースは、気候危機対策の最新技術と称して、製品や技術を売り込むビジネス展示場と化して

いました。そうした技術には、水素やアンモニアを火力発電所で石炭にまぜて燃焼（混焼）させるものが含

まれます。結局、既存の石炭火力発電所を温存し、新規に建てることも許すものです。混焼なので石炭を使

うこともできます。水素やアンモニアの製造に際しても温暖化ガスの放出は避けられません。どこをどう見

ても気候危機対策にはなりません。 

岸田政権の原発推進、石炭火力温存、軍事費増・対中戦争準備は全て気候危機対策に逆行します。これら

に反対して気候正義運動に合流しましょう。 

 

 

フクロウの会 会員・サポーター募集中 

会費 会員 6000円/年  サポーター1000円以上/年 
 

集会でのスタッフやパンフ作成のご協力など一緒に活動していただける方を募集しています。 

お問い合わせ・お申し込み先  TEL：03-5225-7213 FAX：03-5225-7214  

   Email：fukurounokai@gmail.com  

講師依頼受付中！ 

通信に載っているこの話、もっと詳しく聞いてみたい！学習会を開催したい！ 

そんな時お気軽にお問い合わせください 

 


